
報 酬 給 料 期末手当 地域手当 通勤手当 計

長 等 2 人 － 21,828 9,784 1,748 0 33,360 8,830 42,190

議 員 36 244,044 － 101,279 － － 345,323 39,917 385,240

そ の 他 5,696 1,200,111 7,200 3,228 576 153 1,211,268 156,344 1,367,612

計 5,734 1,444,155 29,028 114,291 2,324 153 1,589,951 205,091 1,795,042

長 等 2  － 21,828 10,610 1,748 0 34,186 8,382 42,568

議 員 36 244,044 － 109,820 － － 353,864 39,917 393,781

そ の 他 4,323 1,120,135 7,200 3,500 576 153 1,131,564 147,323 1,278,887

計 4,361 1,364,179 29,028 123,930 2,324 153 1,519,614 195,622 1,715,236

長 等 0 － 0 △ 826 0 0 △ 826 448 △ 378

議 員 0 0 － △ 8,541 － － △ 8,541 0 △ 8,541

そ の 他 1,373 79,976 0 △ 272 0 0 79,704 9,021 88,725

計 1,373 79,976 0 △ 9,639 0 0 70,337 9,469 79,806

給 与 費

(単位　：　千円）

区 分 共済費

1　　特　　別　　職

比 較

本 年 度

前 年 度

給　　与　　費　　明　　細　　書

職員数 合 計 備　考



















平 成 20 年 平 成 21 年 平 成 22 年 平 成 22 年 平 成 23 年

度 末 ま で 度 末 ま で 度 以 降

の 支 出 の 支 出 支 出

地 方 債 そ の 他 の 支 出 額 (見込 )額 予 定 額 予 定 額 予 定 額

　

 

千 種 小 学校

事 業

　

（ 仮 称 ）

千 原 台

第 二 中 学校

建 設 事 業

一般会計

190,200 －

10 2

小

学

校

費

中

学

校

費

3

土

木

費

485,600 169,000

－

－ 485,600

607,600

都

市

計

画

費

平成23年度

計 1,738,500 474,000 679,200

－ －平成24年度 607,600 －265,500

－

479,60090,600 －

106,100

165,700

126,400 －

165,700

244,000 341,300 －

－

－ －

－

－

－

479,600 － 217,500 171,500

－

37.1165,700 479,600 645,300

27.6

1,093,200

9.5

1,720,000 34.1

－

%

479,600 －

6,000 72,500 18,200

103,554

69,000

486,286

平成 21年度 165,700

平成 22年度

－

－

300,000

890,000

25,181

305,300

－ 162,326

－ 280,000

－

54,346

91,619

295,812

190,474

平成 23年度

－

－

－

183,200

537,200

計 2,610,000

平成 22年度 890,000

1,628,000

1,090,800

495,714

－ 333,388

－ －

－128,735

－

－

－ －

34.1

1,720,000

事 業 名 度 末 ま で

890,000

－

890,000

全           体           計           画

122,100

継続費についての平成20年度末までの支出額、平成21年度末までの支出額又は支出額の見込み及び平成22年度以降の支出予定額並びに事業の進行状況等に関する調書

（単位：千円）

左 の 財 源 内 訳

特 定 財 源
一 般 財 源

度 支 出

国･県支出金

項

236,000

－300,000

 

款

48.3

8 5

280,000

－

48.3280,000

年    度 年 割 額

－

145,965

継続費の

総 額 に

対 す る

進 捗 率

－

－

280,000

－

－

－

300,000

280,000

計

1,720,000

平成 23年度

平成22年度

校 舎 増 築

－

（ 仮 称 ）

市 原 市

総 合 公 園

整 備 事 業

教

育

費

580,000

890,000



平 成 20 年 平 成 21 年 平 成 22 年 平 成 22 年 平 成 23 年

度 末 ま で 度 末 ま で 度 以 降

の 支 出 の 支 出 支 出

地 方 債 そ の 他 の 支 出 額 (見込 )額 予 定 額 予 定 額 予 定 額

　

加 茂 地 区

運 動 広 場

建 設 事 業

項 事 業 名

－

145,000 51.7

－ 51.7

－ 36,300108,700

155,000

（単位：千円）

224,900 － 75,100 － 155,000－

年 割 額

左 の 財 源 内 訳
度 末 ま で

特 定 財 源
一 般 財 源

国･県支出金

－

平成23年度

平成22年度

145,000 － －

総 額 に

対 す る

進 捗 率

－

継続費の

116,200155,000

全           体           計           画

年    度

－ －

度 支 出

－38,800 155,000

－－ 145,000

計

%

－

155,000

教

育

費

保
健
体
育
費 300,000

款

10 6



（単位：千円）

－ －

（単位：千円）

－

－

311,799 280,500

平成24年度 範 囲 内

( 当 年 度 分 )

( 継 続 分 )

債務負担行為で平成23年度以降にわたるものについての平成21年度末までの支出額又は支出額の見込み及び平成22年度以降の支出予定額等に関する調書

平成21年度末までの 平成 22年度以降の 左 の 財 源 内 訳

控除した額

限 度 額 の平成22年度

事    　　項 限　　　　度　　　　額 支 出 （ 見 込 ） 額 支 出 予 定 額 特 定 財 源

特定財源を

一般財源
金  額 国・県・地方債等

共 同 指 令 セ ン タ ー

整 備 運 営 事 業

～

期  間 金  額 期  間

支 出 予 定 額 特 定 財 源

平成21年度末までの 平成 22年度以降の 左 の 財 源 内 訳

一般財源
期  間 金  額 期  間 金  額 国・県・地方債等

事    　　項 限　　　　度　　　　額 支 出 （ 見 込 ） 額

開 発 公 社 に 対 す る

－ 全　額

対 す る 債 務 保 証 資金を借り受けたものに対する債務保証 範 囲 内

市原市土地
開発公社設
立の日
（S48.7.25)
から平成21
年度まで

平成22年度
からこの公
社の定款に
規定する解
散の日まで

市原市土地開発公社に

－ 全　額

損 失 補 償 して生じた損失額 範 囲 内

財団法人市
原市都市開
発公社設立
の日
（S39.8.25)
から平成21
年度まで

平成22年度
からこの公
社の寄附行
為に規定す
る解散の日
まで

財団法 人市 原市都市 財団法人市原市都市開発公社の運営に関 限 度 額 の

市原市土地開発公社が金融機関から事業 限 度 額 の

一般会計



（単位：千円）

全　額
対 す る 債 務 保 証

協定による金利等を加えた額の範囲内

平成21年度末までの 平成 22年度以降の 左 の 財 源 内 訳

限 度 額 の
の事業 資金 借入金に

～ － ～ －

－ 全　額
対 す る 債 務 保 証

協定による金利等を加えた額の範囲内 平成21年度 平成23年度 範 囲 内
（平成14年度）

～ － ～

市原市 土地 開発公社
借入金 1,343,000千円以内に債権者との 平成14年度 平成22年度

市原市 土地 開発公社
借入金 1,500,000千円以内に債権者との 平成15年度 平成22年度 限 度 額 の

の事業 資金 借入金に

市原市 土地 開発公社

平成21年度 平成24年度 範 囲 内
（平成15年度）

平成22年度 限 度 額 の
の事業 資金 借入金に

～

協定による金利等を加えた額の範囲内 平成21年度 平成26年度 範 囲 内
（平成17年度）

－ 全　額
対 す る 債 務 保 証

市原市 土地 開発公社
借入金 1,500,000千円以内に債権者との 平成16年度

市原市 土地 開発公社
借入金 1,175,000千円以内に債権者との 平成18年度 平成22年度 限 度 額 の

協定による金利等を加えた額の範囲内 平成21年度 平成27年度 範 囲 内
（平成18年度）

借入金 700,000千円以内に債権者との 平成17年度 平成22年度 限 度 額 の
の事業 資金 借入金に

～ － ～

の事業 資金 借入金に
～ － ～ － 全　額

対 す る 債 務 保 証

金  額 国・県・地方債等

事    　　項 限　　　　度　　　　額 支 出 （ 見 込 ） 額 支 出 予 定 額 特 定 財 源
一般財源

期  間 金  額 期  間

－ ～ － 全　額
対 す る 債 務 保 証

協定による金利等を加えた額の範囲内 平成21年度 平成25年度 範 囲 内
（平成16年度）



（単位：千円）

平成21年度末までの 平成 22年度以降の 左 の 財 源 内 訳

金  額 国・県・地方債等

事    　　項 限　　　　度　　　　額 支 出 （ 見 込 ） 額 支 出 予 定 額 特 定 財 源
一般財源

期  間 金  額 期  間

－

　

　

全　額
対 す る 債 務 保 証

借入金 1,492,300千円以内に債権者との 平成19年度 平成22年度 限 度 額 の
の事業 資金 借入金に

～

協定による金利等を加えた額の範囲内 平成21年度 平成28年度 範 囲 内
（平成19年度）

市原市 土地 開発公社

市原市 土地 開発公社
借入金 4,601,000千円以内に債権者との 平成20年度 平成22年度 限 度 額 の

の事業 資金 借入金に
～ － ～

－ ～ －

全　額

会館に対する損失補償 生じた損失額 範 囲 内

財団法人市
原市市民会
館設立の日
（S48.10.4)
から平成21
年度まで

平成22年度
からこの法
人の寄附行
為に規定す
る解散の日
まで

財団法 人市 原市市民 財団法人市原市市民会館の運営に関して 限 度 額 の

－

ク ラ ブ 保 育 施 設 ～ 8,83138,940 － 全　額

限度額から
平成21年度
末までの支
出（見込）
額を控除し
た額の範囲
内

平成19年度

平成21年度

全　額
対 す る 債 務 保 証

協定による金利等を加えた額の範囲内 平成21年度 平成29年度 範 囲 内
（平成20年度）

－

平成27年度

電 子 調 達 シ ス テ ム

 牧 園 小 学 校 児 童

整 備 事 業

～

平成24年度

－ 全　額

整 備 事 業 範 囲 内

50,188 － － ～

 

限 度 額 の

平成22年度

平成22年度

一般会計



（単位：千円）

平成21年度末までの 平成 22年度以降の 左 の 財 源 内 訳

金  額 国・県・地方債等

事    　　項 限　　　　度　　　　額 支 出 （ 見 込 ） 額 支 出 予 定 額 特 定 財 源
一般財源

期  間 金  額 期  間

借入年度か

ら平成21年

度まで

平成21年度

限度額から
平成21年度
末までの支
出（見込）
額を控除し
た額の範囲
内

限度額から
平成21年度
末までの支
出（見込）
額を控除し
た額の範囲
内

農 業 近 代 化 資 金

利 子 補 給

借入残額に対する市原市農業近代化資金

利子補給条例施行規則に定められた利子

補給率により算出した額以内

利子補給は
借り入れた
時から10年
以内、損失
補償は損失
補償金支払
義務の生じ
た時

及 び 損 失 補 償

市原市 中小 企業資金

ら平成21年

借入年度か

度まで

済した損失額に対する２割以内の額

平成25年度 範 囲 内

臨海競 技場 写真判定 平成22年度 限 度 額 の

13,195 2,459 ～

シ ス テ ム 更 新 事 業

補給率のうち２分

の１

特定財源を

損失補償は千葉県信用保証協会が代位弁

末までに支

出された額

の累計額

平成22年度

～

返済の年度

市原市中小企業資金融資規則に定められ

た金額の範囲内の金融機関からの借入残

高について、利子補給額は年利４％以内、

平成21年度

末までに支

出された額

～

平成22年度

返済の年度

の累計額

融資に対する利子補給

借入年度か

ら平成21年

度まで

平成21年度

末までに支

出された額

の累計額

限度額から
平成21年度
末までの支
出（見込）
額を控除し
た額の範囲
内

限度額から
平成21年度
末までの支
出（見込）
額を控除し
た額の範囲
内

全　額－

農 業 経 営 基 盤 強 化

資 金 利 子 補 給

借入残額に対する市原市農業経営基盤強

化資金利子補給金交付要綱に定められた

利子補給率により算出した額以内 控除した額

－ 全　額

－ 全　額

平成21年度

～

平成20年度

平成21年度

利子補給金交付要綱に定められた利子 平成21年度 開始日より
出された額

利 子 補 給 補給率により算出した額以内 ５ 年 以 内
の累計額

－ 全　額

農 業 経 営 資 金 借入残額に対する市原市農業経営資金 利 子 補 給
末までに支



（単位：千円）

平成21年度末までの 平成 22年度以降の 左 の 財 源 内 訳

金  額 国・県・地方債等

事    　　項 限　　　　度　　　　額 支 出 （ 見 込 ） 額 支 出 予 定 額 特 定 財 源
一般財源

期  間 金  額 期  間

　

　

－

　

－

平成21年度

末までに支

出された額

の累計額

　 限度額から
平成21年度
末までの支
出（見込）
額を控除し
た額の範囲
内　

利 子 補 給

開始日より

５ 年 以 内

平成16年度

限度額から
平成21年度
末までの支
出（見込）
額を控除し
た額の範囲
内

利 子 補 給

開始月より

４ 年 以 内

－～

平成21年度

は同規則に定められた利子補給率により

算出した額以内　

平成17年度

～

平成21年度

平成21年度

末までに支

出された額

の累計額

－教 育 資 金 利 子 補 給

市原市教育資金利子補給金交付規則に定

められた金額の範囲内の日本政策金融公

庫からの借入残高について、利子補給額

全　額

千 種 小 学 校 平成20年度 平成22年度

15,018

限度額から
平成21年度
末までの支
出（見込）
額を控除し
た額の範囲
内

 設 置 事 業 平成21年度 平成23年度

 

仮 設 校 舎 82,518 ～ ～ －

ち は ら 台 桜 小 学 校 取得代金 2,250,000千円以内に債権者と 平成20年度 平成22年度 限 度 額 の 特定財源を

～ ～ 1,023,074

建 設 事 業 の協定による金利等を加えた額の範囲内 平成21年度 平成25年度 範 囲 内

～ ～ －

控除した額

道路橋りょう整備事業 取得代金 56,523千円以内に債権者との 平成13年度 平成22年度 限 度 額 の  

全　額

用 地 取 得 事 業 協定による金利等を加えた額の範囲内 平成21年度 平成32年度 範 囲 内  

住 宅 建 設 資 金

利 子 補 給

借入残高に対する市原市住宅建設資金利

子補給交付要綱に定められた利子補給率

により算出した額以内　

全　額

全　額

一般会計



（単位：千円）

平成21年度末までの 平成 22年度以降の 左 の 財 源 内 訳

金  額 国・県・地方債等

事    　　項 限　　　　度　　　　額 支 出 （ 見 込 ） 額 支 出 予 定 額 特 定 財 源
一般財源

期  間 金  額 期  間

　

　

 　

 

 

　

－

 

限度額から
平成21年度
末までの支
出（見込）
額を控除し
た額の範囲
内

土 地 区 画 整 理 事 業 取得代金 4,092,287千円以内に債権者と 平成13年度 平成22年度

用 地 取 得 事 業 の協定による金利等を加えた額の範囲内 平成21年度 平成32年度

～ 91,652 ～ －

　 限度額から
平成21年度
末までの支
出（見込）
額を控除し
た額の範囲
内

都市下水路整備事業等 取得代金 393,637千円以内に債権者との 平成13年度 平成22年度

　

 用 地 取 得 事 業

全　額

用 地 取 得 事 業 協定による金利等を加えた額の範囲内 平成21年度 平成32年度

全　額

文 化 財 保 存 事 業 取得代金 202,466千円以内に債権者との 平成13年度 平成22年度 限 度 額 の

協定による金利等を加えた額の範囲内 平成21年度 平成32年度 範 囲 内

 

～ ～ －

 

～ 847,989 ～ －

 

 

～ 1,281,109

全　額

平成21年度 平成32年度

～ － 全　額

限度額から
平成21年度
末までの支
出（見込）
額を控除し
た額の範囲
内

都市計画道路整備事業 取得代金 2,934,288千円以内に債権者と 平成13年度 平成22年度

等 用 地 取 得 事 業 の協定による金利等を加えた額の範囲内



 

平 成 22 年 度 中 平 成 22 年 度 中
現 在 高 現 在 高 見 込 額

起 債 見 込 額 元金償還見込額

1.  36,465,249 36,323,699 2,617,100 4,103,106

1,585,839 1,448,272                       ― 156,298

2,264,537 2,076,810 103,300 245,530

3,965,979 3,509,179 8,000 513,399

818,612 708,829                       ― 113,480

373,486 335,546 45,000 69,077

14,926,179 15,686,633 1,199,300 1,574,301

912,011 851,500                       ― 68,816

862,121 839,260 61,900 137,444

10,756,485 10,867,670 1,199,600 1,224,761

2.  67,073 55,590                       ― 14,258

732 491                       ― 244

66,341 55,099                       ― 14,014

3.  22,901,434 24,279,148 3,000,000 1,689,956

1,280 896                       ― 384

4,987,833 4,620,143                       ― 394,486

 888,741 798,040                       ― 92,615

 13,785,006 16,148,337 3,000,000 670,527

3,238,574 2,711,732                       ― 531,944

 59,433,756 60,658,437 5,617,100 5,807,320

一般会計

臨 時 財 政 対 策 債 18,477,810

借 換 債 2,179,788

総　　　　　　　　　　　　計 60,468,217

県 貸 付 金 512

減 税 補 て ん 債 4,225,657

臨 時 税 収 補 て ん 債 705,425

土 木 債 41,085

そ の 他 25,589,192

教 育 債 10,842,509

災 害 復 旧 債 41,332

農 林 水 産 業 債 247

土 木 債 15,311,632

公 営 住 宅 債 782,684

消 防 債 763,716

衛 生 債 3,003,780

労 働 債 595,349

農 林 水 産 業 債 311,469

普 通 債 34,837,693

総 務 債 1,291,974

民 生 債 1,934,580

地方債の平成20年度末における現在高並びに平成21年度末及び平成22年度末における現在高の見込みに関する調書

（ 単 位 : 千 円 ）

区　　　　　　　　分 

平 成 20 年 度 末 平 成 21 年 度 末
平 成 22 年 度 中 増 減 見 込

平 成 22 年 度 末

現 在 高 見 込 額
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